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東北運輸局プレスリリース

平成２３年 ３月１６日
国土交通省 東北運輸局

東北地方太平洋沖地震に伴う船舶検査等の取扱い

被災地の船舶の所在地を管轄する運輸支局・海事事務所での対応が困難なため
（※１）、管轄以外の地方運輸局等で次のような対応をします。

１． 船舶検査等の申請は、申請に必要な提出書類の一部を省略し、FAX やメー
ルによる申請もできます。

２． 平成 23 年 3 月 14 日から平成 24 年 3 月 13 日の間に有効期間を満了する船舶
検査証書等は 3ヶ月の延長を行います。
（延長に伴う事務手続きは、後日、延長された期間内にも行うことができます。）

３． 被災のため定期的検査（定期検査、中間検査）を受検することが困難な船舶
は、簡易な手続きにより安全性を確認し、その後 6 ヶ月以内に詳細な検査を行
います。ただし、臨時検査は除きます。

４． 被災地で船舶検査を受検中だった船舶の今後の処理について東北運輸局へお
問い合わせください。

（※１ 船舶検査業務が困難な状況にある東北管内の運輸支局、海事事務所）
岩手運輸支局宮古庁舎、気仙沼海事事務所、石巻海事事務所、福島運輸支局
小名浜庁舎

《問い合わせ先》
東北運輸局 海上安全環境部
船舶安全環境課 渡辺、鈴木

℡：０２２－７９１－７５１６
海事技術専門官（船舶検査官）佐々木、安藤

℡：０２２－７９１－７５１４





平成 23年 3月１６日
海上安全環境部

東北地方太平洋沖地震に伴う海技免状及び船員法関係取扱いについて

平成２３年東北地方太平洋沖地震災害による関係地域住民への影響の大きさに鑑み、

当該震災により被災した船員等、並びに被災者や被災地域の救助・救援業務に就く船

舶に乗り組む船員等に係る関係規定の適用に当たっては、当面の間、次のとおり弾力

的な取扱としますので、お知らせいたします。

Ⅰ．船舶職員及び小型船舶操縦者法関係

１．適用対象者

原則として、今般災害救助法が適用されている市町村（厚生労働省報道発表 参照。）に住

所地を有する者。その他更新申請等を行うことができなかったことについてやむを得ない

事情がある者。

２．実施事項

(1) 免許の申請関係
海技士国家試験又は小型船舶操縦士国家試験に合格した者であって、平成２３年３月１

１日以降に免許申請を行ったもののうち、合格から当該申請時までの期間が１年を超えて

いる者については、合格から１年を経過する日において免許申請があったものとみなす。

(2) 海技免状等の有効期間の更新関係
① 平成２３年３月１１日以降に更新講習により更新を行おうとする者であって、申請時

において更新講習修了日から３月を超過している者については、有効期間満了日に講

習を修了したものとみなす。

②平成２３年３月１１日以降に海技免状又は操縦免許証（以下「海技免状等」という。）

の有効期間が満了する者のうち、海技免状等の有効期間の更新申請時において更新期間

を超過しているもの（海技免状等の滅失再交付を併せて申請する者を含む。）について

は、現有海技免状等の有効期間満了日に更新申請（更新申請及び再交付申請）があった

ものとみなす。

(4) 海技免状等の再交付関係
失効再交付講習についても（２）①と同。

(5) 船舶職員の乗組み基準関係
船舶を一時的に係留して被災者の入浴・宿泊等に用いる場合の船舶職員の乗組み基準の

適用については、係留期間に限り「一時航行の用に供しない船舶」として取り扱う。

Ⅱ．船員法関係

救助・救援業務に就く船舶に乗り組む船員等については、

① 雇入契約の成立等の届出が必要となる場合にあっては、事後的な手続きを可とする。

② 船員手帳の受有等が必要となる場合にあっても、事後的な交付申請等を可とする。

③ 危険物等取扱責任者資格の認定の更新が必要となる場合には、更新時期を超える場合

であっても、要件による更新を可とする。

船員労働環境・海技資格課

担当 浅野・岡野

TEL：022-791-7524


